
2市議会だより　　みなみそうま（Vol.44）

○
南
相
馬
市
原
子
力
災
害
に
よ
る

被
災
者
に
対
す
る
市
税
の
減
免
に

関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
制
定
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

・
固
定
資
産
税

①
旧
緊
急
時
避
難
準
備
区
域
及
び

そ
の
他
の
区
域
（
30
㎞
圏
外
）

の
土
地
及
び
家
屋

　

除
染
作
業
は
平
成
28
年
度
で
終

了
予
定
で
あ
る
こ
と
や
、
国
の
地

価
公
示
価
格
及
び
県
の
地
価
調
査

結
果
で
は
、
当
該
区
域
の
地
価
が

震
災
前
の
価
格
ま
で
回
復
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
通
常
課
税
と
す
べ

き
と
こ
ろ
、
平
成
29
年
度
は
激
変

緩
和
の
た
め
４
分
の
１
の
減
免
措

置
と
す
る
も
の
。

②
７
月
12
日
に
解
除
と
な
っ
た
避
難

指
示
区
域
内
の
土
地
及
び
家
屋

　

こ
の
区
域
は
、
解
除
後
３
年
間

は
地
方
税
法
に
よ
り
２
分
の
１
の

減
額
課
税
と
な
る
。

　

一
方
、
こ
の
区
域
は
避
難
指
示

が
５
年
以
上
継
続
し
て
い
た
た
め
、

解
除
と
な
っ
て
も
す
ぐ
に
帰
還
で

き
な
い
状
況
も
あ
る
こ
と
か
ら
、

市
独
自
の
減
免
２
分
の
１
を
本
条

例
で
定
め
る
。

　

地
方
税
法
と
市
条
例
に
よ
り
こ
の

区
域
は
、
実
質
負
担
は
無
く
な
る
。

施
行
日　

公
布
の
日

○
南
相
馬
市
東
日
本
大
震
災
に
よ

る
津
波
被
災
者
に
対
す
る
固
定
資

産
税
の
減
免
に
関
す
る
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

　

平
成
29
年
度
の
津
波
被
災
区
域

に
お
け
る
固
定
資
産
税
の
負
担
軽

減
を
図
る
た
め
、
必
要
な
改
正
を

行
う
も
の
。

施
行
日　

公
布
の
日

○
南
相
馬
市
職
員
の
勤
務
時
間
、

○
南
相
馬
市
職
員
の
勤
務
時
間
、

休
暇
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を

休
暇
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

　

介
護
休
暇
の
分
割
取
得
等
を
加

　

介
護
休
暇
の
分
割
取
得
等
を
加

え
る
た
め
、
並
び
に
不
妊
治
療
休

え
る
た
め
、
並
び
に
不
妊
治
療
休

暇
を
新
設
す
る
た
め
、
必
要
な
改

暇
を
新
設
す
る
た
め
、
必
要
な
改

正
を
行
う
も
の
。

正
を
行
う
も
の
。

施
行
日

施
行
日　

平
成

　

平
成
2929
年
１
月
１
日

年
１
月
１
日

○
南
相
馬
市
立
病
院
看
護
職
員
の

○
南
相
馬
市
立
病
院
看
護
職
員
の

平
成
平
成
2828
年
度
特
殊
勤
務
手
当
の
特

年
度
特
殊
勤
務
手
当
の
特

例
に
関
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

例
に
関
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

【
看
護
体
制
強
化
支
援
手
当
】

【
看
護
体
制
強
化
支
援
手
当
】

①
支
給
額

①
支
給
額　

年

　

年
2626
万
６
千
円
の
範

万
６
千
円
の
範

囲
内
で
市
長
が
定
め
る
額

囲
内
で
市
長
が
定
め
る
額

②
支
給
対
象
職
員

②
支
給
対
象
職
員　

平
成

　

平
成
2929
年
３
年
３

月月
3131
日
時
点
に
お
い
て
市
立
病

日
時
点
に
お
い
て
市
立
病

院
に
勤
務
す
る
看
護
師
、
准
看

院
に
勤
務
す
る
看
護
師
、
准
看

護
師
及
び
助
産
師
（
以
下
「
看

護
師
及
び
助
産
師
（
以
下
「
看

護
職
員
」
と
い
う
。）

護
職
員
」
と
い
う
。）

【
ふ
る
さ
と
就
職
支
援
手
当
】

【
ふ
る
さ
と
就
職
支
援
手
当
】

①
支
給
額

①
支
給
額　

勤
務
１
月
に
つ
き

　

勤
務
１
月
に
つ
き

７
万
１
千

７
万
１
千
300300
円円

②
支
給
対
象
職
員

②
支
給
対
象
職
員　

平
成

　

平
成
2525
年
４
年
４

月
１
日
以
降
に
新
た
に
採
用
し

月
１
日
以
降
に
新
た
に
採
用
し

た
看
護
職
員
で
あ
っ
て
、
採
用

た
看
護
職
員
で
あ
っ
て
、
採
用

し
た
月
の
前
の
月
以
前
に
市
長

し
た
月
の
前
の
月
以
前
に
市
長

が
別
に
定
め
る
地
域
に
居
住
し

が
別
に
定
め
る
地
域
に
居
住
し

て
い
た
も
の
。

て
い
た
も
の
。

施
行
日
等　

施
行
日
等　

公
布
の
日

公
布
の
日

　
　
（
平
成

　
　
（
平
成
2828
年
４
月
１
日
適
用
）

年
４
月
１
日
適
用
）

失
効
日

失
効
日　

平
成

　

平
成
2929
年
３
月

年
３
月
3131
日日

定
例
会　
第
４
回
臨
時
会

条
例
関
係

小高区復興拠点施設の完成予想図小高区復興拠点施設の完成予想図

小高区復興整 備事業可決備事業可決！！

原子力災害による
避難区域等 28年度 29年度

旧緊急時避難
準備区域

２分の１
減免

４分の１
減免

その他の区域
（30㎞圏外）

原子力災害
による

避難区域等
28年度 29年度

７月12日に
解除となった
旧避難指示
区域内

全額減免 全額減免

課税年度

復旧年
28年度 29年度

（未復旧） 全額減免 全額減免

26年
２分の１減免
（第二年度）

通常課税
ただし、原子力災
害による４分の１
減免適用

27年 ２分の１減免
（初年度）

２分の１減免
（第二年度）

28年 全額減免 ２分の１減免
（初年度）

○
監
査
委
員
の
選
任
に
つ
き
同
意

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

　

今
村　
　

裕
（
小
高
区
）
新
任

○
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
の

委
員
の
選
任
に
つ
き
同
意
を
求
め

る
こ
と
に
つ
い
て

　

岡
本　

一
也
（
鹿
島
区
）
新
任

　

鈴
木　

利
将
（
原
町
区
）
新
任

人
事
関
係

○
工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

宅
地
造
成
事
業
宅
地
造
成
設

計
・
施
工
一
括
型
工
事

・
施
行
場
所

　

原
町
区
大
木
戸
字
松
島
地
内

・
契
約
の
相
手
方

東
北
建
設
・
中
庭
測
量
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
特
定
建
設
工
事
共
同

企
業
体

・
変
更
後
契
約
金
額

５
億
３
千
802
万
円

・
変
更
に
よ
る
増
額

４
千
662
万
円

第
４
回
臨
時
会
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1212月議会月議会
【第５回定例会】【第５回定例会】
　12月議会は 11月 30日から 12月 14日までの 15日間行われ、議案 37件（条例関係 15件、　12月議会は 11月 30日から 12月 14日までの 15日間行われ、議案 37件（条例関係 15件、
予算関係11件、その他11件）報告1件予算関係11件、その他11件）報告1件を審議し、を審議し、原案通り可決しました。原案通り可決しました。

小高区復興整 備事業可決小高区復興整 ！
定
例
会

補
正
予
算
の
概
要

意
見
が
分
か
れ
た
議
案

12月補正予算の概要（主な事業）
一般会計補正予算の概要
⑴補正予算の規模
　歳入については、補正額 98 億 7,228 万円を追加し、補正
後の一般会計歳入歳出総額が 1,293 億 5,836 万円となった。

⑵主な補正内容

復興事業の優先的実施

　○生活圏除染事業 68 億 2,042 万円
　○除去土壌等仮置場設置管理事業 31 億 4,413 万円
　○事後モニタリング・フォローアップ除染事業
 3 億 7,904 万円

　○産地パワーアップ事業補助金 1,081 万円
避難指示区域の再生

　○小高区復興拠点整備事業　　 9,946 万円

　○小高区認定こども園整備事業 1,766 万円
　○小高区保育・教育施設再開整備事業　　 868 万円

除染の推進

生活環境の整備

小中学校、幼稚園、保育園の再開

農業の再生と振興

平成28年12月定例会で意見が分かれた議案
議
決
結
果

友　和　会 改革クラブ 尚友会 日本共産党議員団 無会派 無会派 無会派 無会派 無会派

山田
雅彦

中川
庄一

鈴木
昌一

田中
一正

今村
裕

平田
武

細田
廣

田中
京子

渡部
一夫

鈴木
貞正

竹野
光雄

小川
尚一

門馬
和夫

但野
謙介

太田
淳一

荒木
千恵子

渡部
寛一

岡﨑
義典

大山
弘一

奥村
健郎

志賀
稔宗

水井
清光

平成27年度南相馬市一般会計歳
入歳出決算認定について 可 ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ╳ ╳ ○ ○ ○ ○ ○

平成 27 年度南相馬市国民健康
保険特別会計歳入歳出決算認定
について

可 ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ╳ ╳ ○ ○ ○ ○ ○

南相馬市原子力災害による被災者に
対する市税の減免に関する条例の一
部を改正する条例制定について

可 ○ ○ ○ ╳ ○ ╳ 議 ○ ╳ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

南相馬市東日本大震災による津波被災者
に対する固定資産税の減免に関する条例
の一部を改正する条例制定について

可 ○ ○ ○ ╳ ○ ╳ 議 ○ ╳ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　○　議決結果欄の意味はそれぞれ次のとおり　■■可　可決　■■否　否決　■■継　継続審査
　○　採決の結果欄の意味はそれぞれ次のとおり　■■○　賛成　■■╳　反対　■■議　議長　■■欠　欠席

○は新規事業新

新

新

施設の名称 指定管理者の名称 指定期間

かしま
交流センター

特定非営利活動法人
かしま元気スポーツ
クラブ（鹿島区）

平成 29 年４月
１日から
平成 34 年３月
31 日まで

真野
交流センター

認定特定非営利活動
法人フロンティア南
相馬（原町区）

平成 29 年４月
１日から
平成 31 年３月
31 日まで

原町斎場
株式会社
相双環境整備セン
ター（原町区）

平成 29 年４月
１日から
平成 34 年３月
31 日まで

南相馬市サー
ビスエリア利
活用拠点施設

株式会社
野馬追の里（原町区）

平成 29 年４月
１日から
平成 34 年３月
31 日まで

南相馬市
水産業共同利
用施設

相馬双葉漁業協同組
合（相馬市）

平成 29 年４月
１日から
平成 34 年３月
31 日まで

南相馬市
パークゴルフ
場

特定非営利活動法人
かしま元気スポーツ
クラブ（鹿島区）

平成 29 年４月
１日から
平成 31 年３月
31 日まで

南相馬屋内市
民プール

認定特定非営利活動
法人フロンティア南
相馬（原町区）

平成 29 年４月
１日から
平成 34 年３月
31 日まで

○公の施設に係る指定管理者の指定について小
高
区
復
興
拠
点

整
備
事
業

　

９
月
議
会
で
の
修
正
議
決

を
踏
ま
え
、
①
建
築
単
価
の

圧
縮
、
②
駐
車
場
の
確
保
、

③
小
高
小
学
校
近
く
に
「
子

供
の
遊
び
場
」を
整
備
す
る
、

④
小
高
区
市
街
地
整
備
検
討

委
員
会
を
は
じ
め
と
す
る
各

関
係
機
関
に
対
し
、
変
更
内

容
に
つ
い
て
説
明
し
た
こ
と

を
受
け
、
原
案
を
可
決
。


